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02_青森県
②学校と
地域の課

題

高校・特別支
援学校におけ
る地域連携の

強化

・地域学校協働本部整備率が
全国平均より低く、モデル県立
学校以外に地域学校協働活動
推進員の配置がない。また、多
くの学校で地域学校協働活動
が行われているが、コーディ
ネート業務が教職員の負担と
なっている。
・これらを解消するため、地域、
企業、学校が交流を通して情
報交換する場、地域とつながり
続ける仕組み、地域学校協働
活動推進員配置校の拡大、活
動の充実が必要である。

右記に記載する「地域
と学校のパートナー
シップ強化事業」を実
施してきた。①地域と
学校の交流会、②市
町村地域学校協働活
動支援については、
従前からの取組であ
り、良好な評価が定着
してきているが、③モ
デル県立学校への地
域学校協働活動推進
員配置については、
開始１年であり、配置
のメリットは働き方改
革の視点等から十分
認識されるものの、実
際の活動・運用面で
は初めての配置に伴
う教職員等との連携
の在り方や推進員の
活動時間の長短等初
動体制に関する課題
も指摘された。

１　本県では、令和５年度から「地域と学
校とのパートナーシップ強化事業」とし
て、①地域と学校の交流会［・地域活動
者・企業が学ぶ場と情報交換会　・学校と
地域のネットワークづくり］、②市町村地
域学校協働活動支援［・地域学校協働活
動研修　・市町村地域学校協働活動相談
支援］、以上の２つを県費単独で行うが、
３点目として国庫補助を活用した③モデ
ル県立学校への地域学校協働活動推進
員配置を行い、その効果等の検証を行
い、県全体で検証結果等の情報を共有
し、地域と学校のパートナーシップを強め
るための取組としている。
２　①、②については従前からの事業を
再構築の上継続しているもので、評価も
定着しているが、事業アンケート等を踏ま
え、事業全体のパワーアップのため必要
な改善等も織り込むなど更なる評価を目
指していく必要がある。
３　③については、モデル事業として２年
目を迎えるが、１年目で指摘された課題
を踏まえ、県立学校全体に波及させるた
めに何が必要であるのか、校種や地域性
といった観点等も取り入れながら、実際
の活動の中から更なる課題を抽出し、Ｐ
ＤＣＡサイクルに拠りながらモデル事業を
前進・充実させていく必要がある。

○最終的には、以下により地域
で子どもたちの成長を組織的・
継続的に支える仕組みの形成、
地域活動の充実が図られ、地域
の活性化をもたらすものである。

・地域学校協働活動の活性化に
よる、地域学習・教育活動の充
実
・地域学校協働本部整備率（小・
中）の上昇
・県立学校への地域学校協働活
動推進員の配置による教員の
業務負担軽減
・コミュニティ・スクールと地域学
校協働活動の一体的推進

地域学校協働本部
整備率
（左記の３つの事業
及び下記の取組が
相乗的に効果を生み
出す）

54.3 % 58

02_青森県
②学校と
地域の課

題
その他

地域学校協働活動本部整備率
が全国平均より低いことに鑑
み、地域学校協働活動本部の
整備に取り組む市町村に対し
て指導助言を行い、地域課題
の解決に取り組む活動を支援
する必要がある。

１　統括的な役割を担
う地域学校協働活動
推進員（地域学校協
働活動コーディネート
アドバイザー）を従前
より配置し、市町村教
育委員会との連絡調
整、地域学校協働活
動の理解促進、情報
提供等を行ってきた。
市町村教育委員会の
要請により諸会議・研
修会等に赴き、意見
具申等も積極的に
行っている。
２　右記に記載する会
議・研修会等を開催
し、一定の評価を得て
いる。
３　市町村担当者のス
キルアップには着実
に寄与しているものと
思われるが、全体の
より高次で総合的な
向上につなげることが
課題である。

○以下の研修及び会議を、内容を充実さ
せて（新しい情報の提供、重要項目の解
説、ニーズに応える内容等であること）引
き続き実施する。

・地域学校協働活動推進のための研修
・放課後児童対策に係る支援員等研修
会
・地域学校協働活動推進委員会
・放課後児童対策に係る市町村担当者
連絡会議

○統括的な役割を担う地域学校協働活
動推進員の配置継続と一層の市町村派
遣等活動の充実

・研修受講、会議出席、地域学
校協働活動コーディネートアドバ
イザーの配置・活動により、市町
村担当者の意識が向上し、これ
により本部整備率向上につなが
る。

地域学校協働本部
整備率
（上記の３つの事業
の取組が加わり相乗
的に効果を生み出
す）

54.3 % 58

令和６年度「地域と学校の連携・協働体制構築事業」交付申請関係様式

●R６年度に本事業で重点的に取り組む課題に応じた目標等の設定様式

アウトカムの達成度に関する評価・分析
（事業における成果、課題、改善点等）
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